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熊本県個人情報保護審査会の答申の概要

（平成１９年８月９日付け答申第６号）

１ 事案の概要

（１）自己情報の開示請求

ア 開示請求日 平成１８年５月１２日

イ 対象実施機関 熊本県知事（障害者支援総室）

ウ 請求内容

精神保健及び精神障害者福祉に関する法律（以下「精神保健福祉法」という ）に基。

づいて、異議申立人に対して行われた措置入院決定及び当該決定に関連する一連の業務

に関して、実施機関が作成及び取得した文書（別表「本件行政文書」欄に記載した行政

文書。以下「本件行政文書」という ）に記載されている異議申立人に関する個人情報。

（２）実施機関の決定

ア 決定

平成１８年６月２９日 部分開示決定

イ 決定内容

別表中「本件行政文書」欄の行政文書に記載された異議申立人に関する個人情報のう

ち 「実施機関が不開示とした部分」を除き開示、

ウ 不開示理由

熊本県個人情報保護条例第１６条第３号、第４号、第６号及び８号に該当

（３）開示請求者から実施機関へ異議申立て 平成１８年７月５日

（４）実施機関から個人情報保護審査会へ諮問 平成１８年７月２１日

２ 主な争点

別表中「実施機関が不開示とした部分」が、条例第１６条下記各号に該当するか。

（１）第３号（開示請求者以外の個人に関する情報 ）。

（２）第４号（法人等に関する情報であり、開示することにより、当該法人等の正当な利益を

害するおそれがあるもの ）。

（３）第６号（個人の評価等に関する情報であり、開示することにより、当該個人の評価等又

は将来の同種の個人の評価等に支障を及ぼすおそれがあるもの ）。

（４）第８号（県の機関が行う事務に関する情報であって、開示することにより、当該事務の

適正な執行に支障を及ぼすおそれがあるもの ）。

３ 当事者の主張の要旨

（１）異議申立人

ア 措置入院の処置は不当である。開示請求書で開示を求めた項目については、全てにお

いて開示されていない。開示されない理由についての説明等も十分でない。

イ 異議申立人は、措置鑑定結果の病気ではない。

ウ 刑務所での異議申立人に対する処遇が、この措置入院の原因である。この処遇に措置

鑑定医師が何らかの形で関わっているか、関わっていないにしても、刑務所のでっち上
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げた情報で誤った診断をしたとしか考えられない。

エ 措置入院に関係した者の不正を暴くため、そして、自らの健康、生活、財産等守るべ

き権利のため、正しい判断のもとに、正しい処置をとってもらいたい。

オ 異議申立人の人権等を守るため、全て開示してもらいたい。

（２）実施機関

ア 条例第１６条第３号該当性について

「 」、「 」 「 」 、 。引取人 保護者 及び 補助者 は 異議申立人以外の個人に関する情報である

通常 「引取人」及び「保護者」については、いずれも本人から申し出る事項と考え、

られるが、実施機関は実態を承知していないし 「引取人」及び「保護者」の氏名が異、

なっている文書もあり、本人が承知していない可能性もある。また 「補助者」は、単、

なる搬送への同行者である。いずれの情報も、同号ただし書に該当しない。

イ 条例第１６条第４号該当性について

「搬送委託病院」は、法人等に関する情報であり、さらに、これを開示した場合、被

措置者から当該医療機関に対して、種々の問い合わせがなされる等、当該医療機関の日

常業務に支障を及ぼす可能性を否定できない。

ウ 条例第１６条第６号該当性について

、「 」、「 」、「 」、異議申立人の評価等に関する情報のうち 病名 生活歴及び現病歴 問題行動

「現在の病状又は状態像のうち項目番号等の部分」及び「診察時の特記事項」は、精神

保健指定医が記載する情報であり、これらの情報が、被措置者に開示されることとなれ

ば、精神保健指定医がそのことに配慮して、記載内容が簡略化、形骸化し、適正な診断

等ができなくなるおそれがあり、ひいては措置入院制度の適正な遂行に重大な支障を及

ぼすおそれがある。

また 「診断名 「現症状 「主訴 「既往歴 「現病歴 「意見 「入院以降の症、 」、 」、 」、 」、 」、 」、

状又は状態像の経過 「措置解除後の処置に関する意見のうち項目番号部分」､「訪問」、

指導等に関する意見」､「治療歴 「症状の概要 「精神障害による問題行動のうち項」、 」、

目番号部分 「調査時の状況 「症状の概要」及び「解除後の処遇」も措置入院及び措」、 」、

置解除の要否に関する情報であり、これらが開示されることとなれば、正確な診断等の

記載ができなくなるおそれがあり、ひいては当該個人の評価等又は将来の同種の個人の

評価等に支障を及ぼすおそれがある。

エ 条例第１６条第８号該当性について

「刑務所長 「医師 「精神保健指定医 「管理者 「主治医」及び「搬送委託病院」、 」、 」、 」、

名」を開示すると、被措置者が、これらの者に対して、通報した理由、措置入院時に行

われた治療内容、要措置と判断した理由、移送を行った理由、等について種々の問い合

わせを行うことが予想され、これらの者の通常業務に支障を及ぼすおそれがあり、ひい

、 、 、 、ては そのことで これらの者から 措置入院制度全般への協力が得られなくなるなど

精神保健福祉業務の適正な遂行に支障を及ぼすおそれがある。

また 「県職員」及び「立会者」を開示すると、被措置者本人から、これら県職員に、

、 、 、 、対して 診察結果 要措置と判断された理由について 種々の問い合わせがなされる等

県職員が行う日常業務等に支障を及ぼす可能性を否定できず、そのことによって、県が

行う措置入院を含む精神保健福祉業務の適正な遂行に支障を及ぼすおそれがある。
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４ 答申の概要

（１）審査会の結論

別表中「実施機関が不開示とした部分のうち審査会が開示相当と認めた部分」欄に記載

した情報については、開示すべきである。

（２）審査会の判断

ア 本件個人情報について

（ア）精神保健福祉法では、精神障害者及びその疑いのある者について、警察官等からの

都道府県知事への通報義務を定めており、都道府県知事は、調査の上必要があると認

められるときは、精神保健指定医に被通報者を診察させなければならないと規定して

いる。

診察を行った精神保健指定医は、厚生労働大臣の定める基準に従い、当該診察をし

た者が精神障害者であり、かつ医療及び保護のために入院させなければ、その精神障

害のために自身を傷つけ又は他人に害を及ぼすおそれ(以下「自傷他害のおそれ」と

いう ）があるかどうかの判定を行わなければならないと規定している。。

診察の結果、その診察を受けた者が、その精神障害のために、自傷他害のおそれが

あると認めた時は、都道府県知事は、その者を国等の設置した精神病院又は指定病院

に入院させることができるとしており、入院措置を採ろうとする精神障害者を、当該

入院措置に係る医療機関に移送しなければならないと規定している。

入院した者が、自傷他害のおそれがないと認められるに至ったときは、都道府県知

事は直ちに退院させなければならないとしており、入院させている医療機関の管理者

は直ちに都道府県知事に届け出なければならないと規定している。

（イ）本件個人情報は、精神保健福祉法に基づき行われた、上記(ア)に記載する措置入院

に関連する一連の業務に関して、実施機関が作成及び取得した本件行政文書に記載さ

れている異議申立人に関する情報である。

イ 条例第１６条第３号該当性について

ア 条例第１６条第３号は 不開示情報として 開示請求者以外の個人に関する情報 中（ ） 、 「 （

略）であって、当該情報に含まれる氏名、生年月日その他の記述等により開示請求者

以外の特定の個人を識別することができるもの（中略）又は開示請求者以外の特定の

個人を識別することはできないが、開示することにより、なお開示請求者以外の個人

の権利利益を害するおそれがあるもの。ただし、次に掲げる情報を除く （同号 ア。

～ ウ 略 」と規定している。）

（イ）本件行政文書に含まれる情報のうち、実施機関が「引取人 「保護者」及び「補助」、

者」について、同号に該当するとしており、その内容について検討する。

（ウ）これらの情報のうち 「引取人」は、刑務所が収容者を釈放する際に被釈放者を引、

き取る者として、刑務所において記載するものである。また 「保護者」は、被措置、

者を保護する者として、措置入院先の医療機関及び県において記載するものである。

（エ）まず 「引取人」についてであるが、精神保健福祉法第２６条により、刑務所長は、、

精神障害者又はその疑いのある収容者を釈放しようとするときは、あらかじめ、知事

に通報しなければならないとされており 「引取人」についての情報は、この刑務所、

からの通報書に記載されている情報である。この情報は、収容者の刑期終了に伴う釈

放の場合、通常、収容者本人からの聴き取りにより刑務所において記載しているもの
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であるため、一般的には、本人が知っている情報であると認められる。

次に 「保護者」についてであるが、同法第２０条第１項及び第２項により、その、

資格及び順位が定められており、また、被措置者本人からの聴き取り等により、記載

されることが多いと考えられるため、本人が知っている又は知ることができる情報で

あると認められる。

（オ）次に「補助者」についてであるが、同法第２９条の２の２で、移送について規定し

ているものの、移送に同行する者の資格、要件等については特に規定されていないこ

とから、移送に同行した補助者に係る情報は、法令等の規定により開示請求者が知る

ことができ、又は知ることが予定されている情報とは認められない。また、移送に同

行する補助者に係る情報については、実務上それを本人に知らせることが一般的とは

言えないから、慣行として開示請求者が知ることができ、又は知ることが予定されて

いる情報とも認められない。さらに、人の生命、健康、生活又は財産を保護するため

開示することが必要である情報、公務員の職務の遂行に係る情報に該当するとも認め

られない。

ウ 条例第１６条第６号該当性について

（ア）条例第１６条第６号は、不開示情報として「個人の評価、診断、選考、指導等（以

下「個人の評価等」という ）に関する情報であって、開示することにより、当該個。

人の評価等又は将来の同種の個人の評価等に支障を及ぼすおそれがあるもの」と規定

している。

（イ）本件行政文書に含まれる情報のうち、実施機関が 「診断名 「現症状 「病名 、、 」、 」、 」

「主訴 「既往歴 「現病歴 「意見 「生活歴及び現病歴 「問題行動 「現在の」、 」、 」、 」、 」、 」、

病状又は状態像のうち項目番号等の部分 「診察時の特記事項 「入院以降の症状又」、 」、

は状態像の経過 「措置解除後の処置に関する意見のうち項目番号部分」､「訪問指」、

導等に関する意見」､「治療歴 「症状の概要 「精神障害による問題行動のうち項」、 」、

目番号部分 「調査時の状況 「症状の概要」及び「解除後の処遇」について、同号」、 」、

に該当するとしており、その内容について検討する。

（ウ）これらの情報は、刑務所医師、精神保健指定医及び措置入院先医療機関医師（以下

「指定医等」という ）が、被措置者本人に対する診察、関係者から聞き取った内容。

等を基に記載するもの、刑務所医師が作成する「意見書」を基に刑務所において記載

するもの、並びに、県が措置入院決定及び措置解除決定の際に、刑務所、精神保健指

定医、措置入院先医療機関から提出された文書及び自ら行う調査に基づき記載するも

のである。

（エ）これらの情報の中心となる情報は、指定医等が行う診察に基づく情報であるが、こ

の診察は、医師が患者の求めに応じて行う、医師と患者の合意を前提とする、通常の

診察及び治療とは異なり、措置入院及び措置解除が必要かどうかなどを判断するため

の診察である。措置入院及び措置解除の手続の適正さを担保するうえで最も重要なの

は、指定医等が行う診察であり、そのために診断書等に記載すべき内容は被措置者本

人等の意向にとらわれず、できるだけ客観的で率直な内容が求められ、そのことが措

置入院制度の運用の適正を図る根幹をなしている。そして、この記載については、場

合によっては、被措置者本人の認識とは異なることもあるため、指定医等は本人に開

示されないことを前提に、率直で具体的な記載を行っているところである。
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したがって、これらの情報について、開示が前提となれば、指定医等はそのことに

配慮して診断に必要な情報を的確に記載できなくなり、評価内容が簡略化、形骸化す

ることによって、適正な文書の作成を行うことが困難となるおそれがある。

（オ）一方、刑務所は、刑務所医師が作成した意見書を基に、県への通報書を作成し、県

は、刑務所からの通報書、指定医等が作成する文書等を基に、診察通知伺い、入院命

令伺い 「措置入院のための移送に関する事前調査及び移送記録票 、措置解除伺いを、 」

作成している。よって、上述のとおり、指定医等にとって、適正な文書の作成を行う

ことが困難となるおそれがあることになれば、刑務所及び県が作成する文書にも影響

が及ぶことになる。

さらに、これらの情報について、開示が前提となれば、刑務所及び県においても、

そのことに配慮して、文書作成にあたって、その内容が簡略化、形骸化するなどの可

能性もある。

（カ）しかしながら、これらの情報のうち 「措置入院症状消退届出書」の「措置解除後、

の処置に関する意見のうち項目番号部分」及び「訪問指導等に関する意見」並びに措

置解除伺いの「解除後の処遇」については、措置解除に際し、措置入院先の医療機関

において、その主治医から被措置者に対し、告知される内容であることが一般的であ

ると考えられ、これらの情報を被措置者に開示したとしても支障を及ぼすおそれがあ

るとは認められない。

エ 条例第１６条第８号該当性について

（ア）条例第１６条第８号は、不開示情報として「県の機関又は国、独立行政法人等、他

の地方公共団体若しくは地方独立行政法人が行う事務又は事業に関する情報であっ

て､開示することにより、次に掲げるおそれその他当該事務又は事業の性質上、当該

（ ）」事務又は事業の適正な遂行に支障を及ぼすおそれがあるもの 同号 ア～オ 略

と規定している。

（イ）本件行政文書に含まれる情報のうち、実施機関が「刑務所長 「医師 「精神保健」、 」、

指定医 「管理者 「主治医 「搬送委託病院名 「県職員」及び「立会者」につい」、 」、 」、 」、

て、同号に該当するとしており、その内容について検討する。

ウ これらの情報のうち 刑務所長 は 県へ通報を行った刑務所の代表者であり 医（ ） 、「 」 、 、「

師」は、当該刑務所からの通報書に添付してある意見書を作成した刑務所の職員であ

る 「精神保健指定医」は、措置入院及び措置解除の要否の判定に必要な診断を行っ。

た医師であり、その勤務先は、当該精神保健指定医が勤務する医療機関である 「管。

理者」は、措置入院先医療機関の代表者であり 「主治医」は、当該医療機関の職員、

で、患者担当の医師である 「搬送委託病院名」は、措置入院が決定した後に、県か。

らの委託を受け措置入院先の医療機関まで患者を移送する医療機関である。

（エ）措置入院は、前述のとおり、被診察者が、その精神障害のために、自傷他害のおそ

れがあると認められた時には、本人の意思に反しても強制的に国等が設置した精神病

院又は指定病院に入院させることができる制度である。本人にとっては、自身を傷つ

け、他人を害するという事態の発生を未然に防止するという効果が期待できる一方、

強制入院という被措置者の権利・自由に対する制約が行われることになり、非常な不

利益を伴う制度でもある。

（オ）まず 「刑務所長」及び「管理者」についてであるが、実施機関は、被措置者が、、
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これらの者に対して、通報した理由及び措置入院時に行われた治療内容等について、

種々の問い合わせを行うことが予想され、これらの者が行う通常業務に支障を及ぼす

おそれがあるとしている。

しかし このような問い合わせが 各々の組織の代表者である 刑務所長 及び 管、 、 「 」 「

理者」に対して行われたとしても、一般的には、当該組織内部における実務担当者が

対応する又は対応することが可能であると考えられる。また、仮にこれらの代表者が

対応する場合があったとしても、それは、当該組織の代表者の職務に含まれるべきも

のと考えられる。

よって、これらの情報を開示したとしても、その日常業務に支障を及ぼすとは認め

られず、各々の業務に支障が及ぶ可能性があるという懸念から、これらの者からの措

置入院制度全般への協力が得られなくなる等、県が行う精神保健福祉業務の適正な遂

行に支障を及ぼすおそれがあるとは認められない。

（カ）次に 「医師 「精神保健指定医」及び「主治医」についてであるが、これらの情、 」、

報は、措置入院の契機となる通報又は措置入院の要否の判断に重要な役割を果たした

者の情報であり、しかも、その通報の必要性、要措置の判断又は措置入院時の治療を

実務的に行った者の情報である。また 「搬送委託病院名」は被措置者の移送を行っ、

た医療機関の情報である。これらの情報を開示することとなれば、被措置者から、こ

れらの者に対して通報内容、診断結果及びその妥当性、要措置となった理由及びその

妥当性について、種々の問い合わせがなされる等、その日常業務等に支障を及ぼす可

能性を否定できず、そのことによって、これを懸念するこれらの者から措置入院制度

全般への協力が得られなくなる等、県が行う精神保健福祉業務の適正な遂行に支障を

及ぼすおそれがあると認められる。

（キ）なお、実施機関は、不開示情報のうち「搬送委託病院名」については、条例第１６

条第４号にも該当するとしているが、この情報は、上記により、第８号に該当し、開

示しないことが相当であるから、第４号の該当性については、判断するまでもない。

（ク）次に 「県職員」及び「立会者」についてであるが、これらの情報は、県が行う措、

置入院に係る業務及びこれに伴う業務を担当する県の職員の情報である。

（ケ）措置入院は、上記（エ）に記載するとおり、被措置者にとって非常な不利益を伴う

制度でもある。この措置入院の決定を行うのは、都道府県知事とされており、本県に

おいては、熊本県知事であることから、措置入院となった被措置者が、この措置決定

に、直接、間接に関わった県職員に対して、不信感や誤解を抱く可能性がある。これ

ら県職員の情報を開示することになれば、措置入院に対する被措置者の不満や認識の

相違により、被措置者から、これら県職員に対して、診断書の記載内容の真偽や、診

察結果、要措置と判断された理由等について、種々の問い合わせがなされる等、県職

員が行う日常業務ひいては日常生活にまで支障を及ぼす可能性を否定できず、そのこ

とによって、県が行う措置入院を含む精神保健福祉業務の適正な遂行に支障を及ぼす

おそれがあると認められる。



番
号
本件行政文書 文書の性質 実施機関が不開示とした部分

実施機関が
不開示とする
根拠規定（条
例第１６条）

実施機関が不開示とした部分
のうち審査会が開示相当と認
めた部分

「引取人（住所・氏名・続柄）」 第３号 「引取人（住所・氏名・続柄）」

「診断名」、「現症状」 第６号

「刑務所長（氏名）」 第８号 「刑務所長（氏名）」

「病名」、「主訴」、「既往歴」、「現病
歴」、「意見」

第６号

「医師（氏名、印影）」 第８号

「病名」、「生活歴及び現病歴」、「問
題行動」、「現在の病状又は状態像
のうち項目番号等の部分」、「診察時
の特記事項」

第６号

「精神保健指定医（氏名・印影）」、
「県職員（氏名）」

第８号

「保護者（住所・氏名・続柄・生年月
日）」

第３号
「保護者（住所・氏名・続柄・生
年月日）」

「病名」、「入院以降の症状又は状態
像の経過」、「措置解除後の処置に
関する意見のうち項目番号部分」、
「訪問指導等に関する意見」

第６号
「措置解除後の処置に関する
意見のうち項目番号部分」、
「訪問指導等に関する意見」

「管理者（氏名）」、「措置症状の消退
を認めた精神保健指定医（氏名・印
影）」、「主治医（氏名・印影）」

第８号 「管理者（氏名）」

「保護者（住所・氏名・続柄）」 第３号 「保護者（住所・氏名・続柄）」

「搬送委託病院名」 第４号、第８号

「病名」、「治療歴」、「症状の概要」、
「精神障害による問題行動のうち項
目番号部分」

第６号

「県職員（氏名・印影）」、「（精神保
健）指定医（氏名・勤務先）」

第８号

⑥
診察依頼書（２
通）

県が措置入院決定を行う際
に、自傷他害のおそれがあ
るかどうかを判断するため
に、精神保健指定医に診察
を依頼したもの

「精神保健指定医（氏名）」 第８号

「保護者（住所・氏名・続柄）」 第３号 「保護者（住所・氏名・続柄）」

「精神保健指定医（氏名・勤務先）」、
「立会者（職名・氏名）」

第８号

「補助者（氏名・所属）」、「保護者（住
所・氏名・性別・続柄）」

第３号 「保護者（住所・氏名・性別・続柄）」

「搬送委託病院名」 第４号、第８号

「調査時の状況」 第６号

「県職員（氏名）」 第８号

「症状の概要」、「解除後の処遇」 第６号 「解除後の処遇」

「県職員（氏名・印影）」 第８号
⑨

診察通知伺
い、入院命令
伺い

「診察内訳書」

矯正施設である刑務所長か
ら通報のために、県に対して
提出されたもの

上記①の刑務所長からの通
報書に添付された文書で、刑
務所医師が作成したもの

措置入院先の医療機関が自
傷他害のおそれがなくなった
と認めた時に作成し、県に届
け出たもの

③
「措置入院に
関する診断書」
（２通）

県が措置入院決定を行う際
に、自傷他害のおそれがあ
るかどうかを判断するための
文書で、県からの依頼に基
づき精神保健指定医が作成
したもの

刑務所長から
の通報書

別表

県が作成し、上記⑥診察依
頼書に添付したもの

「措置入院者
症状消退届出
書」

刑務所医師の
「意見書」

県が措置入院決定を行う際
に作成したもの

県が措置解除決定を行う際
に作成したもの

措置解除伺い

①

②

④

⑤

⑦

⑧
県が措置入院に関し作成す
る文書で、事前調査、移送状
況等を記載したもの

「措置入院の
ための移送に
関する事前調
査及び移送記
録票」
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諮問実施機関：熊本県知事（障害者支援総室）
諮問日 ：平成１８年７月２１日
答申日 ：平成１９年８月９日（答申第６号）
事案名 ：精神保健及び精神障害者福祉に関する法律に基づく措置入院

関連文書の部分開示決定に関する件（平成１８年諮問第７号）

答 申

第１ 審査会の結論

熊本県知事（以下「実施機関」という。）が平成１８年６月２９日に部

分開示決定を行った措置入院関連文書（別表中「本件行政文書」欄に記載

した文書。以下「本件行政文書」という。）に含まれる情報のうち、同表

中「実施機関が不開示とした部分のうち審査会が開示相当と認めた部分」

欄に記載した情報については、開示すべきである。

第２ 諮問に至る経過

１ 平成１８年５月１２日、異議申立人は、熊本県個人情報保護条例（平成

１２年熊本県条例第６６号。以下「条例」という。）第１４条第１項の規

定に基づき、精神保健及び精神障害者福祉に関する法律（昭和２５年法律

第１２３号。以下「精神保健福祉法」という。）に基づいて、平成１６年

６月８日付けで異議申立人に対して行われた措置入院決定及び当該決定に

関連する一連の業務に関して、実施機関が作成及び取得した文書に記載さ

れている自己に関する個人情報の開示請求を行った。

２ 平成１８年６月２９日、実施機関は、当該開示請求の対象となる一連の

文書である本件行政文書に含まれる情報のうち、別表中「実施機関が不開

示とした部分」欄に記載した部分を条例第１６条第３号、第４号、第６号

及び第８号に該当することを理由として不開示とし、当該不開示部分を除

く部分を開示するという部分開示決定を行った（以下、本決定を「本件部

分開示決定」という。）。

３ 平成１８年７月５日、異議申立人は、行政不服審査法（昭和３７年法律
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第１６０号）第６条の規定に基づき、実施機関に対して本件部分開示決定

を不服とする異議申立てを行った。

４ 平成１８年７月２１日、実施機関は、この異議申立てに対する決定を行

うに当たり、条例第２６条第１項の規定に基づき、当審査会に諮問を行っ

た。

第３ 異議申立人の主張

１ 異議申立ての趣旨

異議申立ての趣旨は、本件部分開示決定に係る不開示部分のすべての開

示を求めるものである。

２ 異議申立ての理由

異議申立人の異議申立ての理由を要約すれば、おおむね次のとおりであ

る。

(1) 措置入院の処置は不当であり、間違った判断をされたことについて、

問合せ等を行い内容の説明を求めたが、納得いく説明がなかったため、

自己情報開示請求を行った。しかし、開示請求書で開示を求めた項目に

ついては、全てにおいて開示されていない。なぜ開示されないのかにつ

いての説明等も十分ではない。

(2) 措置鑑定結果では、○○○○○となっているが、そのような病気では

ないことは、提示した○○病院の診断書ではっきりしている。また措置

入院先の○○病院に入院中、○○○が異議申立人に対し「あなたは病気

ではない」とはっきり言っている。

(3) 刑務所での異議申立人に対する処遇が、この措置入院の原因になって

いる。この処遇に措置鑑定医師が何らかの形で関わっているとしか考え

られず、また、関わっていないにしても、刑務所のでっち上げた情報で

誤った診断をしたとしか考えられない。

(4) 措置鑑定医師２名、刑務所の医師、所長、職員又は熊本県に至る、そ

の不正を暴くため、そして、自らの健康、生活、財産ひいては生命に至

る、守るべき権利のため、正しい判断のもとに、正しい処置をとっても

らいたい。

(5) 異議申立人の大事な人権、名誉を守るためにも、今回の開示請求につ
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いては、全てにおいて開示してもらいたい。

第４ 異議申立てに対する実施機関の説明要旨

実施機関の説明の内容は、概ね次のとおりである。

１ 条例第１６条第３号該当性について

「引取人（住所・氏名・続柄）」、「保護者（住所・氏名・続柄・生年

月日）」及び「補助者（氏名・所属）」は、異議申立人以外の個人に関す

る情報であり、同号本文に該当すると認められる。

通常、「引取人」及び「保護者」については、いずれも本人から申し出

る事項と考えられるが、実施機関は実態を承知していないし、「引取人」

及び「保護者」の氏名が異なっている文書もあり、本人が承知していない

可能性もある。また、「補助者」は、単なる搬送への同行者である。いず

れの情報も、同号ただし書に該当しないと認められる。

よって、これらの情報は、本号に該当すると認められる。

２ 条例第１６条第４号該当性について

「搬送委託病院」は、法人等に関する情報であり、同号前段に該当する

と認められる。

これを開示した場合、被措置者から当該医療機関に対して、種々の問い

合わせがなされる等、当該医療機関の日常業務に支障を及ぼす可能性を否

定できないため同号後段にも該当すると認められる。

よって、この情報は、本号に該当すると認められる。

３ 条例第１６条第６号該当性について

(1) 「診断名」、「現症状」、「病名」、「主訴」、「既往歴」、「現病

歴」、「意見」、「生活歴及び現病歴」、「問題行動」、「現在の病状

又は状態像のうち項目番号等の部分」、「診察時の特記事項」、「入院

以降の症状又は状態像の経過」、「措置解除後の処置に関する意見のう

ち項目番号部分」､「訪問指導等に関する意見」､「治療歴」、「症状の

概要」、「精神障害による問題行動のうち項目番号部分」、「調査時の

状況」、「症状の概要」及び「解除後の処遇」は、異議申立人の評価等

に関する情報であり、同号前段に該当すると認められる。
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(2) 措置入院は、医師が患者の求めに応じて行う診療と異なり、本人以外

の者からの申請等を契機に手続が進められ、しかも患者本人の意思に反

しても強制的に入院させることができる制度である。このため、都道府

県知事がその措置を発動するに当たっては、都道府県職員の立会いのも

とに厚生労働大臣が指定した精神保健指定医２人以上の診察に基づく診

断を必要とするなど、極めて厳格・適正な手続が要求されている。

(3) この手続の適正さを担保する最も重要なものは、精神保健指定医の診

断であり、その診断書の記載内容は、患者本人や家族等の意向にとらわ

れない客観的かつ具体的で詳細なものであることが要求され、そのこと

が、措置入院制度の運用の適正さを図る根幹となっている。

(4) 上記(2)に記載する診断の結果は、「措置入院に関する診断書」とし

て精神保健指定医が作成するが、当該文書に記載されている情報として、

「病名」、「生活歴及び現病歴」、「問題行動」、「現在の病状又は状

態像」及び「診察時の特記事項」がある。これらは、被措置者の認識や

意向に沿わない事項が多く、精神保健指定医は、被措置者に開示されな

いことを前提に、その内容を記載している。もしその記載が、被措置者

本人に開示されることとなれば、そのことに配慮して、記載内容が簡略

化、形骸化し、適正な診断等ができなくなるおそれがあり、ひいては措

置入院制度の適正な遂行に重大な支障を及ぼすおそれがある。

(5) また、上記(1)に記載する情報のうち(4)に記載する情報を除く情報も、

措置入院及び措置解除の要否の判断等に関わる情報であり、被措置者本

人に開示されることとなれば、正確な診断等の記載ができなくなり、当

該個人の評価等又は将来の同種の個人の評価等に支障を及ぼすおそれが

あり、これらの情報は同号後段にも該当すると認められる。

(6) よって、これらの情報は、同号に該当すると認められる。

４ 条例第１６条第８号該当性について

(1) 「刑務所長（氏名）」、「医師（氏名・印影）」、「精神保健指定医

（氏名・印影・勤務先）」、「管理者（氏名）」、「主治医(氏名・印

影)」、「搬送委託病院名」、「県職員（氏名・印影）」及び「立会者

（職名・氏名）」は、県の機関が行う事務に関する情報であり、同号前

段に該当すると認められる。

(2) これらの情報のうち、「刑務所長（氏名）」、｢医師（氏名・印影）｣、
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「精神保健指定医（氏名・印影・勤務先）」､「管理者（氏名）」､「主

治医 (氏名・印影）」及び「搬送委託病院名」は、措置入院の手続に関

わった機関の代表者、医師及び医療機関に関する情報であり、これらを

開示すると、被措置者本人が、これらの代表者、医師及び医療機関に対

し、通報した理由、措置入院時に行われた治療内容、要措置と判断した

理由、移送を行った理由等、種々の問い合わせを行うことが予想され、

これらの代表者、医師及び医療機関の通常業務に支障を及ぼすおそれが

あり、ひいては、そのことで、これらの代表者、医師及び医療機関から、

措置入院制度全般への協力が得られなくなるなど、精神保健福祉業務の

適正な遂行に支障を及ぼすおそれがあるため、同号後段にも該当するも

のと認められる。

(3) また、「県職員（氏名・印影）」及び「立会者（職名・氏名）」につ

いては、措置入院制度に関する業務を行った職員の情報であり、これら

を開示することとなれば、被措置者本人から、これら県職員に対して、

診察結果、要措置と判断された理由について、種々の問い合わせがなさ

れる等、県職員が行う日常業務等に支障を及ぼす可能性を否定できず、

そのことによって、県が行う措置入院を含む精神保健福祉業務の適正な

遂行に支障を及ぼすおそれがあるため、同号後段にも該当するものと認

められる。

(4) よって、これらの情報は、同号に該当すると認められる。

第５ 審査会の判断

当審査会は、本件行政文書の内容を見分した上で、異議申立人の主張内

容及び実施機関の説明内容に基づき、本件部分開示決定の妥当性について

調査、審議した結果、以下のように判断する。

１ 本件個人情報について

(1) 精神保健福祉法では、第２４条から第２６条にかけて、精神障害者及

びその疑いのある者について、警察官等からの都道府県知事への通報義

務を定めており、第２７条第１項で、都道府県知事は、調査の上必要が

あると認められるときは、精神保健指定医に被通報者を診察させなけれ

ばならないと規定している。

第２８条の２では、診察を行った精神保健指定医は、厚生労働大臣の
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定める基準に従い、当該診察をした者が精神障害者であり、かつ医療及

び保護のために入院させなければ、その精神障害のために自身を傷つけ

又は他人に害を及ぼすおそれ(以下「自傷他害のおそれ」という。）が

あるかどうかの判定を行わなければならないと規定している。

第２９条第１項では、診察の結果、その診察を受けた者が、その精神

障害のために、自傷他害のおそれがあると認めた時は、都道府県知事は、

その者を国等の設置した精神病院又は指定病院に入院させることができ

るとしており、第２９条の２の２第１項では、都道府県知事は、入院措

置を採ろうとする精神障害者を、当該入院措置に係る医療機関に移送し

なければならないと規定している。

第２９条の４第１項及び第２９条の５では、入院した者が、自傷他害

のおそれがないと認められるに至ったときは、都道府県知事は直ちに退

院させなければならないとしており、入院させている医療機関の管理者

は直ちに都道府県知事に届け出なければならないと規定している。

(2) 本件個人情報は、精神保健福祉法に基づき行われた、上記(1)に記載

する措置入院に関連する一連の業務に関して、実施機関が作成及び取得

した本件行政文書に記載されている異議申立人に関する情報である。

なお、本件行政文書の各々の性質は、別表記載のとおりである。

２ 条例第１６条第３号該当性について

(1) 条例第１６条第３号は、不開示情報として「開示請求者以外の個人に

関する情報（中略）であって、当該情報に含まれる氏名、生年月日その

他の記述等により開示請求者以外の特定の個人を識別することができる

もの（中略）又は開示請求者以外の特定の個人を識別することはできな

いが、開示することにより、なお開示請求者以外の個人の権利利益を害

するおそれがあるもの。ただし、次に掲げる情報を除く。（同号 ア～

ウ 略 ）」と規定している。

(2) 本件行政文書に含まれる情報のうち、実施機関が下記情報について、

同号に該当するとしており、その内容について検討する。

・ 刑務所長からの通報書 （別表①）

「引取人（住所・氏名・続柄）」

・「措置入院者症状消退届出書」 （別表④）

「保護者（住所・氏名・続柄・生年月日）」



- 7 -

・ 診察通知伺い、入院命令伺い （別表⑤）

「保護者（住所・氏名・続柄）」

・「診察内訳書」 （別表⑦）

「保護者（住所・氏名・続柄）」

・「措置入院のための移送に関する事前調査及び移送記録票」 （別表

⑧）

「補助者（氏名・所属）」、「保護者（住所・氏名・性別・続

柄)」

(3) 「引取人（住所・氏名・続柄）」及び「保護者（住所・氏名・続柄・

生年月日）」について

ア これらの情報のうち、「引取人」は、刑務所が収容者を釈放する際

に被釈放者を引き取る者として、刑務所において記載するものである。

また、「保護者」は、被措置者を保護する者として、措置入院先の医

療機関及び県において記載するものである。

これらの情報は、「開示請求者以外の個人に関する情報」であり、

同号本文に該当する。

イ 次に、これらの情報は、収容者又は被措置者の関係者であると考え

られることから、同号ただし書アに該当するかどうかを検討する。

ただし書アは、「法令等の規定により又は慣行として開示請求者が

知ることができ、又は知ることが予定されている情報」と規定してい

る。

ウ まず、「引取人」についてであるが、精神保健福祉法第２６条によ

り、刑務所長は、精神障害者又はその疑いのある収容者を釈放しよう

とするときは、あらかじめ、知事に通報しなければならないとされて

おり、「引取人」についての情報は、この刑務所からの通報書に記載

されている情報である。この情報は、収容者の刑期終了に伴う釈放の

場合、通常、収容者本人からの聴き取りにより刑務所において記載し

ているものであるため、一般的には、本人が知っている情報であると

認められる。

次に、「保護者」についてであるが、同法第２０条第１項及び第２

項により、その資格及び順位が定められており、また、被措置者本人

からの聴き取り等により、記載されることが多いと考えられるため、

本人が知っている又は知ることができる情報であると認められる。
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エ よって、これらの情報は、「法令等の規定により又は慣行として開

示請求者が知ることができ」る情報であると考えられ、同号ただし書

アに該当し、開示することが相当である。

(4) 「補助者（氏名・所属）」について

ア この情報は、措置入院決定後、医療機関に移送する際に補助者とし

て同行した者の氏名及び所属であり、「開示請求者以外の個人に関す

る情報」と認められ、同号本文に該当する。

イ 次に、この情報が、同号ただし書に該当するかどうかを検討する。

精神保健福祉法では、第２９条の２の２で、移送について規定して

いるが、移送に同行する者の資格、要件等については特に規定されて

いないことから、移送に同行した補助者に係る情報は、法令等の規定

により開示請求者が知ることができ、又は知ることが予定されている

情報とは認められない。また、移送に同行する補助者に係る情報につ

いては、実務上それを本人に知らせることが一般的とは言えないから、

慣行として開示請求者が知ることができ、又は知ることが予定されて

いる情報とも認められない。さらに、人の生命、健康、生活又は財産

を保護するため開示することが必要である情報、公務員の職務の遂行

に係る情報に該当するとも認められない。

ウ よって、この情報は、同号ただし書のいずれにも該当せず、開示し

ないことが相当である。

３ 条例第１６条第６号該当性について

(1) 条例第１６条第６号は、不開示情報として「個人の評価、診断、選考、

指導等（以下「個人の評価等」という。）に関する情報であって、開示

することにより、当該個人の評価等又は将来の同種の個人の評価等に支

障を及ぼすおそれがあるもの」と規定している。

(2) 本件行政文書に含まれる情報のうち、実施機関が下記情報について、

同号に該当するとしており、その内容について検討する。

・ 刑務所からの通報書 （別表①）

「診断名」、「現症状」

・ 刑務所医師の「意見書」 （別表②）

「病名」、「主訴」、「既往歴」、「現病歴」、「意見」

・「措置入院に関する診断書」（２通） （別表③）
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「病名」、「生活歴及び現病歴」、「問題行動」、「現在の病状

又は状態像のうち項目番号等の部分」、「診察時の特記事項」

・「措置入院症状消退届出書」 （別表④）

「病名」、「入院以降の症状又は状態像の経過」、「措置解除後

の処置に関する意見のうち項目番号部分」、「訪問指導等に関す

る意見」

・ 診察通知伺い、入院命令伺い （別表⑤）

「病名」、「治療歴」、「症状の概要」、「精神障害による問題

行動のうち項目番号部分」

・「措置入院のための移送に関する事前調査及び移送記録票」 （別表

⑧）

「調査時の状況」

・ 措置解除伺い （別表⑨）

「症状の概要」、「解除後の処遇」

(3) これらの情報は、刑務所医師、精神保健指定医及び措置入院先医療機

関医師（以下「指定医等」という。）が、被措置者本人に対する診察、

関係者から聞き取った内容等を基に記載するもの、刑務所医師が作成す

る「意見書」を基に刑務所において記載するもの、並びに、県が措置入

院決定及び措置解除決定の際に、刑務所、精神保健指定医、措置入院先

医療機関から提出された文書及び自ら行う調査に基づき記載するもので

ある。

これらの情報は、県が措置入院の要否及び措置解除の要否について判

「 」定を行う際の情報であり、同号に規定する 個人の評価等に関する情報

に該当する。

(4) 次に、これらの情報が、同号に規定する「開示することにより、当該

個人の評価等又は将来の同種の個人の評価等に支障を及ぼすおそれがあ

るもの」に該当するかどうかを検討する。

これらの情報の中心となる情報は、指定医等が行う診察に基づく情報

であるが、この診察は、医師が患者の求めに応じて行う、医師と患者の

合意を前提とする、通常の診察及び治療とは異なり、措置入院及び措置

解除が必要かどうかなどを判断するための診察である。措置入院及び措

置解除の手続の適正さを担保するうえで最も重要なのは、指定医等が行

う診察であり、そのために診断書等に記載すべき内容は被措置者本人等
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の意向にとらわれず、できるだけ客観的で率直な内容が求められ、その

ことが措置入院制度の運用の適正を図る根幹をなしている。そして、こ

の記載については、場合によっては、被措置者本人の認識とは異なるこ

ともあるため、指定医等は本人に開示されないことを前提に、率直で具

体的な記載を行っているところである。

したがって、これらの情報について、開示が前提となれば、指定医等

はそのことに配慮して診断に必要な情報を的確に記載できなくなり、評

価内容が簡略化、形骸化することによって、適正な文書の作成を行うこ

とが困難となるおそれがある。

(5) 一方、刑務所は、刑務所医師が作成した意見書を基に、県への通報書

を作成し、県は、刑務所からの通報書、指定医等が作成する文書等を基

に、診察通知伺い、入院命令伺い、「措置入院のための移送に関する事

前調査及び移送記録票」、措置解除伺いを作成している。よって、上述

のとおり、指定医等にとって、適正な文書の作成を行うことが困難とな

るおそれがあることになれば、刑務所及び県が作成する文書にも影響が

及ぶことになる。

さらに、これらの情報について、開示が前提となれば、刑務所及び県

においても、そのことに配慮して、文書作成にあたって、その内容が簡

略化、形骸化するなどの可能性もある。

(6) 「措置入院症状消退届出書」のしかしながら、これらの情報のうち、

「措置解除後の処置に関する意見のうち項目番号部分」及び「訪問指導

措置解除伺いの「解除後の処遇」（以下、「解等に関する意見」並びに

除後の処遇等」という。）については、措置解除に際し、措置入院先の

医療機関において、その主治医から被措置者に対し、告知される内容で

あることが一般的であると考えられ、これらの情報を被措置者に開示し

たとしても支障を及ぼすおそれがあるとは認められない。

解除後の処遇等は、同号に規(7) 以上のことから、これらの情報のうち、

「開示することにより、当該個人の評価等又は将来の同種の個人定する

の評価等に支障を及ぼすおそれがあるもの」に該当せず、開示すること

が相当であり、 あるものに該解除後の処遇等を除く情報は、同おそれが

当し、開示しないことが相当である。

４ 条例第１６条第８号該当性について
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(1) 条例第１６条第８号は、不開示情報として「県の機関又は国、独立行

政法人等、他の地方公共団体若しくは地方独立行政法人が行う事務又は

事業に関する情報であって、開示することにより、次に掲げるおそれそ

の他当該事務又は事業の性質上、当該事務又は事業の適正な遂行に支障

を及ぼすおそれがあるもの （同号 ア～オ 略）」と規定している。

(2) 本件行政文書に含まれる情報のうち、実施機関が下記情報について、

同号に該当するとしており、その内容について検討する。

・ 刑務所からの通報書 （別表①）

「刑務所長（氏名）」

・ 刑務所医師の「意見書」 （別表②）

「医師（氏名・印影）」

・「措置入院に関する診断書」（２通） （別表③）

「精神保健指定医（氏名・印影）」、「県職員（氏名）」

・「措置入院者症状消退届出書」 （別表④）

「管理者（氏名）」、「措置症状の消退を認めた精神保健指定医

（氏名・印影）」、「主治医（氏名・印影）」

・ 診察通知伺い、入院命令伺い （別表⑤）

「搬送委託病院名」､「県職員（氏名・印影）」､「（精神保健）

指定医（氏名・勤務先）」

・ 診察依頼書（２通） （別表⑥）

「精神保健指定医（氏名）」

・「診察内訳書」 （別表⑦）

「精神保健指定医(氏名・勤務先)」､「立会者（職名・氏名）」

・「措置入院のための移送に関する事前調査及び移送記録票」 （別表

⑧）

「搬送委託病院名」、「県職員（氏名）」

・ 措置解除伺い （別表⑨）

「県職員（氏名・印影）」

(3) 「刑務所長（氏名）」、「医師（氏名）」、「精神保健指定医（氏名

・印影・勤務先）」、「管理者（氏名）」、「主治医（氏名・印影）」

及び「搬送委託病院名」について

ア これらの情報のうち、「刑務所長」は、県へ通報を行った刑務所の

代表者であり、「医師」は、当該刑務所からの通報書に添付してある
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意見書を作成した刑務所の職員である。「精神保健指定医」は、措置

入院及び措置解除の要否の判定に必要な診断を行った医師であり、そ

の勤務先は、当該精神保健指定医が勤務する医療機関である。「管理

者」は、措置入院先医療機関の代表者であり、「主治医」は、当該医

療機関の職員で、患者担当の医師である。「搬送委託病院名」は、措

置入院が決定した後に、県からの委託を受け措置入院先の医療機関ま

で患者を移送する医療機関である。

これらの情報は、措置入院業務に必要な通報、診断、移送、治療を

行う、県以外の機関、当該機関の職員、精神保健指定医及び当該精神

保健指定医が勤務する医療機関の情報であるものの、県が行う措置入

院制度全般に必要な業務を行う者の情報であるため、同号に規定する

「県の機関が行う事務に関する情報」に該当する。

イ 次に、これらの情報が、同号に規定する「開示することにより、次

に掲げるおそれその他当該事務又は事業の性質上、当該事務又は事業

の適正な遂行に支障を及ぼすおそれがあるもの」に該当するかどうか

を検討する。

ウ 措置入院は、前述のとおり、被診察者が、その精神障害のために、

自傷他害のおそれがあると認められた時には、本人の意思に反しても

強制的に国等が設置した精神病院又は指定病院に入院させることがで

きる制度である。本人にとっては、自身を傷つけ、他人を害するとい

う事態の発生を未然に防止するという効果が期待できる一方、強制入

院という被措置者の権利・自由に対する制約が行われることになり、

非常な不利益を伴う制度でもある。

エ まず、これらの情報のうち、「刑務所長」及び「管理者」について

であるが、実施機関は、被措置者が、これらの者に対して、通報した

理由及び措置入院時に行われた治療内容等について、種々の問い合わ

せを行うことが予想され、これらの者が行う通常業務に支障を及ぼす

おそれがあるとしている。

しかし、このような問い合わせが、各々の組織の代表者である「刑

務所長」及び「管理者」に対して行われたとしても、一般的には、当

該組織内部における実務担当者が対応する又は対応することが可能で

あると考えられる。また、仮にこれらの代表者が対応する場合があっ

たとしても、それは、当該組織の代表者の職務に含まれるべきものと
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考えられる。

よって、これらの情報を開示したとしても、その日常業務に支障を

及ぼすとは認められず、各々の業務に支障が及ぶ可能性があるという

懸念から、これらの者からの措置入院制度全般への協力が得られなく

なる等、県が行う精神保健福祉業務の適正な遂行に支障を及ぼすおそ

れがあるとは認められない。

オ したがって、これらの情報は、同号には該当せず、開示することが

相当である。

カ 次に、「医師」、「精神保健指定医」及び「主治医」についてであ

るが、これらの情報は、措置入院の契機となる通報又は措置入院の要

否の判断に重要な役割を果たした者の情報であり、しかも、その通報

の必要性、要措置の判断又は措置入院時の治療を実務的に行った者の

情報である。また、「搬送委託病院名」は被措置者の移送を行った医

療機関の情報である。これらの情報を開示することとなれば、被措置

者から、これらの者に対して通報内容、診断結果及びその妥当性、要

措置となった理由及びその妥当性について、種々の問い合わせがなさ

れる等、その日常業務等に支障を及ぼす可能性を否定できず、そのこ

とによって、これを懸念するこれらの者から措置入院制度全般への協

力が得られなくなる等、県が行う精神保健福祉業務の適正な遂行に支

障を及ぼすおそれがあると認められる。

キ よって、これらの情報は、同号に該当し、開示しないことが相当で

ある。

ク なお、実施機関は、不開示情報のうち「搬送委託病院名」について

は、条例第１６条第４号にも該当するとしているが、この情報は、上

記により、第８号に該当し、開示しないことが相当であるから、第４

号の該当性については、判断するまでもない。

(4) 「県職員（氏名・印影）」及び「立会者（職名・氏名）」について

ア これらの情報は、県が行う措置入院に係る業務及びこれに伴う業務

を担当する県の職員の情報であり、これらの業務を行う中で記載され

た情報であるので、同号に規定する「県の機関が行う事務に関する情

報」に該当する。

イ 次に、これらの情報が、同号に規定する「開示することにより、次

に掲げるおそれその他当該事務又は事業の性質上、当該事務又は事業
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の適正な遂行に支障を及ぼすおそれがあるもの」に該当するかどうか

を検討する。

ウ 措置入院は、上記(3)ウに記載するとおり、被診察者が、その精神

障害のために、自傷他害のおそれがあると認められた時には、本人の

意思に反しても強制的に国等が設置した精神病院又は指定病院に入院

させることができる制度である。本人にとっては、自身を傷つけ、他

人を害するという事態の発生を未然に防止するという効果が期待でき

る一方、強制入院という被措置者の権利・自由に対する制約が行われ

ることになり、非常な不利益を伴う制度でもある。

エ この措置入院の決定を行うのは、都道府県知事とされており、本県

においては、熊本県知事であることから、措置入院となった被措置者

が、この措置決定に、直接、間接に関わった県職員に対して、不信感

や誤解を抱く可能性がある。これら県職員の情報を開示することにな

れば、措置入院に対する被措置者の不満や認識の相違により、被措置

者から、これら県職員に対して、診断書の記載内容の真偽や、診察結

果、要措置と判断された理由等について、種々の問い合わせがなされ

る等、県職員が行う日常業務ひいては日常生活にまで支障を及ぼす可

能性を否定できず、そのことによって、県が行う措置入院を含む精神

保健福祉業務の適正な遂行に支障を及ぼすおそれがあると認められる。

オ よって、これらの情報は、同号に該当し、開示しないことが相当で

ある。

５ 結論

以上により、冒頭の「第１ 審査会の結論」のとおり判断する。

熊本県個人情報保護審査会

会 長 野口 敏夫

会長職務代理者 西原 康

委 員 上拂 耕生

委 員 髙木 奈穂

委 員 福田 邦子
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審査の経過

年 月 日 審 査 の 経 過

平成１８年７月２１日 ・諮問（第７号）

平成１８年８月２４日 ・実施機関から不開示決定理由説明書を受理

平成１８年９月４日 ・異議申立人から意見書を受理

平成１９年２月６日 ・審議

平成１９年３月７日 ・異議申立人の口頭意見陳述の実施、審議

平成１９年４月２４日 ・実施機関からの説明聴取、審議

平成１９年５月２２日 ・審議

平成１９年６月１８日 ・審議

平成１９年７月１７日 ・実施機関からの説明聴取、審議



番
号
本件行政文書 文書の性質 実施機関が不開示とした部分

実施機関が
不開示とする
根拠規定（条
例第１６条）

実施機関が不開示とした部分
のうち審査会が開示相当と認
めた部分

「引取人（住所・氏名・続柄）」 第３号 「引取人（住所・氏名・続柄）」

「診断名」、「現症状」 第６号

「刑務所長（氏名）」 第８号 「刑務所長（氏名）」

「病名」、「主訴」、「既往歴」、「現病
歴」、「意見」

第６号

「医師（氏名、印影）」 第８号

「病名」、「生活歴及び現病歴」、「問
題行動」、「現在の病状又は状態像
のうち項目番号等の部分」、「診察時
の特記事項」

第６号

「精神保健指定医（氏名・印影）」、
「県職員（氏名）」

第８号

「保護者（住所・氏名・続柄・生年月
日）」

第３号
「保護者（住所・氏名・続柄・生
年月日）」

「病名」、「入院以降の症状又は状態
像の経過」、「措置解除後の処置に
関する意見のうち項目番号部分」、
「訪問指導等に関する意見」

第６号
「措置解除後の処置に関する
意見のうち項目番号部分」、
「訪問指導等に関する意見」

「管理者（氏名）」、「措置症状の消退
を認めた精神保健指定医（氏名・印
影）」、「主治医（氏名・印影）」

第８号 「管理者（氏名）」

「保護者（住所・氏名・続柄）」 第３号 「保護者（住所・氏名・続柄）」

「搬送委託病院名」 第４号、第８号

「病名」、「治療歴」、「症状の概要」、
「精神障害による問題行動のうち項
目番号部分」

第６号

「県職員（氏名・印影）」、「（精神保
健）指定医（氏名・勤務先）」

第８号

⑥
診察依頼書（２
通）

県が措置入院決定を行う際
に、自傷他害のおそれがあ
るかどうかを判断するため
に、精神保健指定医に診察
を依頼したもの

「精神保健指定医（氏名）」 第８号

「保護者（住所・氏名・続柄）」 第３号 「保護者（住所・氏名・続柄）」

「精神保健指定医（氏名・勤務先）」、
「立会者（職名・氏名）」

第８号

「補助者（氏名・所属）」、「保護者（住
所・氏名・性別・続柄）」

第３号 「保護者（住所・氏名・性別・続柄）」

「搬送委託病院名」 第４号、第８号

「調査時の状況」 第６号

「県職員（氏名）」 第８号

「症状の概要」、「解除後の処遇」 第６号 「解除後の処遇」

「県職員（氏名・印影）」 第８号
⑨

診察通知伺
い、入院命令
伺い

「診察内訳書」

矯正施設である刑務所長か
ら通報のために、県に対して
提出されたもの

上記①の刑務所長からの通
報書に添付された文書で、刑
務所医師が作成したもの

措置入院先の医療機関が自
傷他害のおそれがなくなった
と認めた時に作成し、県に届
け出たもの

③
「措置入院に
関する診断書」
（２通）

県が措置入院決定を行う際
に、自傷他害のおそれがあ
るかどうかを判断するための
文書で、県からの依頼に基
づき精神保健指定医が作成
したもの

刑務所長から
の通報書

別表

県が作成し、上記⑥診察依
頼書に添付したもの

「措置入院者
症状消退届出
書」

刑務所医師の
「意見書」

県が措置入院決定を行う際
に作成したもの

県が措置解除決定を行う際
に作成したもの

措置解除伺い

①

②

④

⑤

⑦

⑧
県が措置入院に関し作成す
る文書で、事前調査、移送状
況等を記載したもの

「措置入院の
ための移送に
関する事前調
査及び移送記
録票」


